
2018年4月25日 

 

株式会社 山陰合同銀行 

銀行保証付私募債(4社)の引受について 

山陰合同銀行（頭取 石丸 文男）では、下記の私募債を引き受け、財務代理人を務めることと 

なりましたのでお知らせします。 

 発行企業は、長期固定金利の資金を調達できるだけでなく、財務の健全性やＣＳＲ活動の 

取り組み等をアピールすることができます。 

当行では、お客様の多様なニーズや資金調達にお応えできるよう、私募債引き受けに取り組んで 

まいります。 

記 

１．引受内容について 

＜次頁に続く＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 私募債名 日付 発行会社名 

島
根
県 

プレミアム型銀行保証付私募債 4月25日 株式会社 守谷刃物研究所 (代表取締役 守谷 光広) 

寄贈型銀行保証付私募債 

（教育機関寄贈型） 
4月25日 東幸建設 株式会社 (代表取締役 波多野 諭) 

寄贈型銀行保証付私募債 

（教育機関寄贈型） 
4月25日 有限会社 松原産業 (代表取締役 松原 俊博)  

兵
庫
県 

プレミアム型銀行保証付私募債 4月25日 株式会社 ヤング住研 (代表取締役 伊藤 正裕) 

(敬称略)  

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

（1）プレミアム型銀行保証付私募債 

 

 

会 社 名 株式会社 守谷刃物研究所 

 代 表 者 代表取締役 守谷 光広 

 住   所 島根県安来市恵乃島町113-1 

 業   種 金属加工業 

 発 行 額 第７回無担保社債(銀行保証付)    ２００，０００，０００円 

期   間 ５年(満期一括償還) 

 資金使途 運転資金 

       

           

     

（2）寄贈型銀行保証付私募債（教育機関寄贈型） 

 

 

会 社 名 東幸建設 株式会社 

 代 表 者 代表取締役 波多野 諭 

 住   所 島根県大田市大田町吉永1266 

 業   種 建設業（土木工事） 

 発 行 額 第３回無担保社債(銀行保証付)     ５０，０００，０００円 

期   間 ３年(満期一括償還) 

 資金使途 運転資金 

       

 

会 社 名 有限会社 松原産業 

 代 表 者 代表取締役 松原 俊博 

 住   所 島根県雲南市木次町木次94-1 

 業   種 建築業・ガス販売 

 発 行 額 第２回無担保社債(銀行保証付)     ５０，０００，０００円 

期   間 ５年(満期一括償還) 

 資金使途 運転資金 

 

 

 

 

島根県 

島 根 県 



 

 

   

 

（1）プレミアム型銀行保証付私募債 

 

 

会 社 名 株式会社 ヤング住研 

 代 表 者 代表取締役 伊藤 正裕 

 住   所 兵庫県加古川市米田町平津466-7 

 業   種 建設業 

 発 行 額 第２回無担保社債(銀行保証付)   ２００，０００，０００円 

期   間 ３年(満期一括償還) 

 資金使途 運転資金 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

兵庫県 

兵 庫 県 



２．当行の取扱う私募債９商品と特長 

 

銀行保証付私募債 主な特長 

 

プレミアム型 企業の財務健全性、なかでも企業規模(純資産額)をより重視

する私募債。（２００８年１０月～） 

ＣＳＲ型 企業の財務健全性に加えて、企業が行う｢ＣＳＲ活動｣を評価

する私募債。（２００６年１月～） 

エコ型 ＣＳＲ型私募債の基準に加えて、環境にかかる公的認証を取

得していることを条件とする私募債。（２００８年１０月～） 

グロース型 企業の財務健全性に加えて、企業の成長力(売上高および利

益の伸長率)を評価する私募債。（２００６年１月～） 

寄贈型(３種類) 

(教育機関寄贈型) 

(地域おこし型） 

(スポーツ振興型) 

企業の財務健全性に加えて、教育機関、地域おこし団体、地

域スポーツチーム等に寄贈を行う社会貢献度の高い私募債。 

私募債発行金額の0.2％以内の金額で、発行企業と連名で寄

贈する。 

【教育機関寄贈型】 

教育機関で使用する図書やスポーツ用品、備品などを教育機

関に寄贈する。（２０１５年１０月～） 

【地域おこし型】 

山陰の当行指定公的機関を通じ、山陰の地域課題解決に取組

むNPO団体等に活動資金を寄贈する。（２０１７年７月～） 

【スポーツ振興型】 

当行営業エリア内を本拠地とするスポーツチームで、一定の

活動実績を持ち、当行が認める先に活動資金を寄贈する。
（２０１７年７月～） 

福利厚生型 企業の財務健全性に加えて、山陰両県の旅館等を使い社員

旅行を実施した際の代金について、私募債発行金額の

0.2％を上限にサポート（補助）する私募債。 

（２０１８年１月～） 

信用保証協会共同保証付私募債 銀行および公的機関である信用保証協会が定める一定の基

準を適用する私募債。（２０００年９月～） 

 

                                         以上 


